
令和元年第3回定例市議会議案

岸 和 田 市



議 案 番 号 件 名 備考・頁

報告第13号 専決処分の報告について Ｐ．1

報告第14号 平成30年度岸和田市継続費精算報告書の報告について Ｐ．9

報告第15号
平成30年度岸和田市下水道事業会計継続費精算報告書の報告に
ついて

Ｐ．13

報告第16号 平成30年度岸和田市健全化判断比率の報告について Ｐ．17

報告第17号 平成30年度岸和田市資金不足比率の報告について Ｐ．19

認定第1号
平成30年度岸和田市決算認定を求めるについて
（一般会計及び各特別会計）

別 冊

認定第2号 平成30年度岸和田市上水道事業会計決算認定を求めるについて 〃

認定第3号 平成30年度岸和田市下水道事業会計決算認定を求めるについて 〃

認定第4号 平成30年度岸和田市病院事業会計決算認定を求めるについて 〃

議案第57号 岸和田市有功者の表彰につき同意を求めるについて 別途送付

議案第58号 会計年度任用職員の給与等に関する条例の制定について Ｐ．21

議案第59号
会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整理等に関する
条例の制定について

Ｐ．37

議案第60号
一般職の職員の給与に関する条例及び職員の退職手当に関する
条例の一部改正について

Ｐ．43

議案第61号 岸和田市立福祉総合センター条例等の一部改正について Ｐ．47

議案第62号
岸和田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に係る利用者
負担に関する条例及び岸和田市特定教育・保育施設及び特定地域型
保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正等について

Ｐ．59

令和元年第3回定例市議会議案



議 案 番 号 件 名 備考・頁

議案第63号 岸和田市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正について Ｐ．63

議案第64号 岸和田市立男女共同参画センター条例の一部改正について Ｐ．67

議案第65号 岸和田市立文化会館条例の一部改正について Ｐ．71

議案第66号 岸和田市消防関係事務手数料条例の一部改正について Ｐ．75

議案第67号
岸和田市消防団員の定員、任免、報酬、服務等に関する条例の
一部改正について

Ｐ．79

議案第68号
岸和田市上水道事業及び下水道事業に従事する職員の給与の種
類及び基準に関する条例及び岸和田市下水道条例の一部改正に
ついて

Ｐ．83

議案第69号 岸和田市上水道事業給水条例の一部改正について Ｐ．87

議案第70号 令和元年度岸和田市一般会計補正予算（第2号） Ｐ．91

議案第71号 令和元年度岸和田市自転車競技事業特別会計補正予算（第1号） Ｐ．97

議案第72号 令和元年度岸和田市介護保険事業特別会計補正予算（第2号） Ｐ．101

議案第73号 令和元年度岸和田市上水道事業会計補正予算（第1号） Ｐ．105

議案第74号 令和元年度岸和田市病院事業会計補正予算（第2号） Ｐ．107

議案第75号
平成30年度岸和田市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分に
ついて

Ｐ．109

議案第76号 公平委員会の委員選任につき同意を求めるについて 別途送付



報告第13号

専決処分の報告について

地方自治法第180条第1項の規定により別紙のとおり専決処分した

から、同条第2項の規定により本議会に報告する。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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専決処分第13号 

 

 
 

 

 

 

損害賠償の額を定め和解するについて 
 

 

 

本市は、次のとおり損害賠償の額を定め、和解するため、地方自治 

法第180条第１項並びに市長の専決処分事項に関する条例第２号及び 

第３号の規定により専決処分する。 

 
 

令和元年６月５日処分 

 

 

 

 
 

岸和田市長 永 野 耕 平    

 
 

記 
 

 

損害賠償の発生原因 金  額 備   考 

コンテナボックス飛散 

 

による自動車破損事故 

348,931円 

 

（車両修繕費） 

 相手方住所氏名 

 

※一般公開用の議案書においては、

個人情報に関する内容は原則として

非公開としています。 

 



専決処分第14号 

 

 
 

 

 

 

損害賠償の額を定め和解するについて 
 

 

 

本市は、次のとおり損害賠償の額を定め、和解するため、地方自治 

法第180条第１項並びに市長の専決処分事項に関する条例第２号及び 

第３号の規定により専決処分する。 

 
 

令和元年６月５日処分 

 

 

 

 
 

岸和田市長 永 野 耕 平    

 
 

記 
 

 

損害賠償の発生原因 金  額 備   考 

日除けポート飛散 

 

による家屋破損事故 

343,042円 

 

（家屋修繕費等） 

 相手方住所氏名 

 

※一般公開用の議案書においては、

個人情報に関する内容は原則として

非公開としています。 

 



専決処分第15号 

 

 
 

 

 

 

損害賠償の額を定め和解するについて 
 

 

 

本市は、次のとおり損害賠償の額を定め、和解するため、地方自治 

法第180条第１項並びに市長の専決処分事項に関する条例第２号及び 

第３号の規定により専決処分する。 

 
 

令和元年６月25日処分 

 

 

 

 
 

岸和田市長 永 野 耕 平    

 
 

記 
 

 

損害賠償の発生原因 金  額 備   考 

収集作業中における 

 

自 動 車 破 損 事 故  

165,231円 

 

（車両修繕費等） 

 相手方住所氏名 

 

※一般公開用の議案書においては、

個人情報に関する内容は原則として

非公開としています。 

 



報告第14号

平成30年度岸和田市継続費精算報告書の
報告について

平成30年度で継続年度が終了した事業について、地方自治法施行令

第145条第2項の規定により継続費精算報告書を別紙のとおり報告す

る。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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平成30年度岸和田市継続費精算報告書
（一般会計）

款 項

事

業

名

年

度

全 体 計 画 実 績 比 較

年 割 額

左 の 財 源 内 訳

支出済額

左 の 財 源 内 訳
年割額と
支出済額
と の 差

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

特 定 財 源
一般財源

特 定 財 源
一般財源

国庫支出金 府支出金 地 方 債 そ の 他 国庫支出金 府支出金 地 方 債 そ の 他 国庫支出金 府支出金 地 方 債 そ の 他

03

民

生

費

02

児

童

福

祉

費

民
間
保
育
所
施
設
整
備
支
援
事
業

29
円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

99,944,000 82,006,000 14,300,000 3,583,000 55,000 99,944,000 82,006,000 14,300,000 3,638,000 0 0 0 0 3,583,000 △3,583,000

30 154,802,000 127,018,000 22,200,000 5,408,000 176,000 149,620,000 127,018,000 22,600,000 2,000 5,182,000 0 0 △400,000 5,408,000 174,000

計 254,746,000 209,024,000 0 36,500,000 8,991,000 231,000 249,564,000 209,024,000 0 36,900,000 0 3,640,000 5,182,000 0 0 △400,000 8,991,000 △3,409,000
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報告第15号

平成30年度岸和田市下水道事業会計
継続費精算報告書の報告について

平成30年度で継続年度が終了した事業について、地方公営企業法施

行令第18条の2第2項の規定により継続費精算報告書を別紙のとおり

報告する。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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平成30年度岸和田市下水道事業会計継続費精算報告書

款 項

事

業

名

年

度

全 体 計 画 実 績 比 較

年 割 額
左 の 財 源 内 訳

支払義務
発 生 額

左 の 財 源 内 訳 年 割 額 と
支 払 義 務
発生額の差

左 の 財 源 内 訳

国 庫
補 助 金 企 業 債 出 資 金 損益勘定

留保資金
国 庫
補 助 金 企 業 債 出 資 金 損益勘定

留保資金
国 庫
補 助 金 企 業 債 出 資 金 損益勘定

留保資金

1

資

本

的

支

出

1

建

設

改

良

費

汚
水
ポ
ン
プ
他
更
新
工
事

下
野
町
下
水
ポ
ン
プ
場

29
円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

48,000,000 24,000,000 21,600,000 2,400,000 38,730,000 19,365,000 17,400,000 1,965,000 9,270,000 4,635,000 4,200,000 0 435,000

30 72,000,000 36,000,000 32,400,000 3,600,000 58,337,160 26,428,500 25,900,000 6,008,660 13,662,840 9,571,500 6,500,000 0 △2,408,660

計 120,000,000 60,000,000 54,000,000 0 6,000,000 97,067,160 45,793,500 43,300,000 0 7,973,660 22,932,840 14,206,500 10,700,000 0 △1,973,660
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報告第16号

平成30年度岸和田市健全化判断比率の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項の規定によ

り、平成30年度岸和田市健全化判断比率を次のとおり報告する。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平

区 分 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 ― 11．42 20．00

連結実質赤字比率 ― 16．42 30．00

実質公債費比率 9．9 25．0 35．0

将 来 負 担 比 率 38．2 350．0 ―

記
（単位：％）

（注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率は赤字額がないため、「―」と表示している。
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報告第17号

平成30年度岸和田市資金不足比率の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条第1項の規定によ

り、平成30年度岸和田市資金不足比率を次のとおり報告する。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平

区 分 資金不足比率 経営健全化基準

上水道事業会計 ― 20．0

下水道事業会計 ― 20．0

病 院 事 業 会 計 1．1 20．0

記
（単位：％）

（注）資金不足比率は資金不足額がない場合、「―」と表示している。
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議案第58号

会計年度任用職員の給与等に関する条例の制定について

会計年度任用職員の給与等に関する条例を次のとおり制定するもの

とする。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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会計年度任用職員の給与等に関する条例

（目的）

第1条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第24条

第5項の規定に基づき、法第22条の2第1項の規定により任用される者（以下「会計年

度任用職員」という。）の給与等に関する事項を定めることを目的とする。

（定義）

第2条 給与等とは、法第22条の2第1項第1号に掲げる職員（以下「パートタイム会計

年度任用職員」という。）にあっては、報酬、期末手当及び費用弁償をいい、同項第2

号に掲げる職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）にあっては、給料、

地域手当、通勤手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、期末手当及び旅

費をいう。

（フルタイム会計年度任用職員の給料）

第3条 フルタイム会計年度任用職員の給料月額は、次に掲げるとおりとし、新たに給料

表の適用を受けることとなった者の号給は、規則に定める初任給の基準に従い決定す

る。

⑴ 会計年度任用職員給料表1（別表第1）

⑵ 会計年度任用職員給料表2（別表第2）

⑶ 会計年度任用職員給料表3（別表第3）

⑷ 会計年度任用職員給料表4（別表第4）

（地域手当）

第4条 フルタイム会計年度任用職員に対しては、地域手当を支給する。

2 地域手当の月額は、給料月額に100分の6（会計年度任用職員給料表3の適用を受け

る者においては100分の16）を乗じて得た額とする。

（通勤手当）

第5条 市長は、通勤のため交通機関、自動車等を利用するフルタイム会計年度任用職員

に対しては、必要と認めるときは、規則で定めるところにより、一般職の職員の給与に

関する条例（昭和32年条例第15号。以下「給与条例」という。）第16条の規定による職

員の通勤手当の例により通勤手当を支給することができる。

（超過勤務手当）

第6条 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられたフルタイム会計年度任用職員

に対しては、給与条例第18条の規定による職員の超過勤務手当の例により超過勤務手当

を支給する。
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（休日給）

第7条 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日（以下「祝日

法による休日」という。）及び12月29日から翌年1月3日までの日（祝日法による休日

を除く。以下「年末年始の休日」という。）において、正規の勤務時間中に勤務するこ

とを命ぜられたフルタイム会計年度任用職員に対しては、給与条例第19条の規定による

職員の休日給の例により休日給を支給する。

（夜勤手当）

第8条 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前5時までの間に勤務を命ぜられた

フルタイム会計年度任用職員に対しては、給与条例第20条の規定による職員の夜勤手当

の例により夜勤手当を支給する。

（宿日直手当）

第9条 宿日直勤務を命ぜられたフルタイム会計年度任用職員に対しては、当該勤務に対

して給与条例第23条の規定による職員の宿日直手当の例により宿日直手当を支給する。

この場合において、宿日直手当の額は、規則で別に定める。

（期末手当）

第10条 6月1日及び12月1日（以下これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職

するフルタイム会計年度任用職員のうち規則で定めるものに対しては、期末手当を支給

する。この場合においては、給与条例第25条第1項の規定を準用する。

2 期末手当の額は、それぞれの基準日現在における給料月額及び地域手当の額に、給与

条例第25条第2項の表以外の部分に定める率を超えない範囲内において規則で定める率

を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に応

じて規則で定める割合を乗じて得た額とする。

（旅費の支給）

第11条 緊急その他やむを得ない理由により出張を命ぜられたフルタイム会計年度任用職

員に対しては、職員旅費条例（平成10年条例第8号。以下「旅費条例」という。）の規

定による旅費の例により旅費を支給する。

（パートタイム会計年度任用職員の報酬）

第12条 パートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、次の各号に掲げるパートタイム会

計年度任用職員の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

⑴ 月額で報酬を支給するパートタイム会計年度任用職員 その者がフルタイム会計年

度任用職員であるものとした場合において第3条及び第4条の規定を適用して得た額

（以下この条において「基準月額」という。）に、当該者について定められた1週間

当たりの勤務時間を38．75で除して得た数を乗じて得た額（小数点以下の端数がある
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ときは、これを四捨五入した額。以下次項において同じ。）（フルタイム会計年度任用

職員であるものとした場合において第3条第4号の規定の適用を受ける者にあって

は、別表第4に掲げる額）

⑵ 時間で報酬を支給するパートタイム会計年度任用職員 基準月額を155で除して得

た額

2 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員に

ついては、当該勤務に対する報酬を支給する。当該報酬の額は、給与条例第18条の規定

による職員の超過勤務手当の例により算定した額とする。

3 祝日法による休日及び年末年始の休日において、正規の勤務時間中に勤務することを

命ぜられたパートタイム会計年度任用職員については、当該勤務に対する報酬を支給す

る。当該報酬の額は、給与条例第19条の規定による職員の休日給の例により算定した額

とする。

4 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前5時までの間に勤務を命ぜられたパー

トタイム会計年度任用職員については、当該勤務に対する報酬を支給する。当該報酬の

額は、給与条例第20条の規定による職員の夜勤手当の例により算定した額とする。

5 宿日直勤務を命ぜられたパートタイム会計年度任用職員に対しては、当該勤務に対す

る報酬を支給する。この場合においては、第9条の規定を準用する。

（パートタイム会計年度任用職員に対する期末手当）

第13条 基準日にそれぞれ在職するパートタイム会計年度任用職員のうち規則で定めるも

のに対しては、期末手当を支給する。この場合においては、第10条の規定を準用する。

2 前項の場合において、第10条第2項中「それぞれの基準日現在における給料月額及び

地域手当の額」を「規則で定める標準月額」と読み替えるものとする。

（パートタイム会計年度任用職員に対する費用弁償）

第14条 市長は、通勤のため交通機関、自動車等を利用するパートタイム会計年度任用職

員に対しては、必要と認めるときは、規則で定めるところにより、給与条例第16条の規

定による職員の通勤手当の例により算定した額を費用弁償として支給する。

2 緊急その他やむを得ない理由により出張を命ぜられたパートタイム会計年度任用職員

に対しては、旅費条例の規定による旅費の例により算定した額を費用弁償として支給す

る。

（勤務1時間当たりの給与又は報酬の額の算出）

第15条 第6条から第8条までの規定に基づき支給する手当の額又は第12条第2項から第

4項までの規定に基づき支給する報酬の額を計算する場合における勤務1時間当たりの

給与又は報酬の額は、次の各号に掲げる会計年度任用職員の区分に応じ、当該各号に定
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める額とする。

⑴ フルタイム会計年度任用職員 給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計

額に12を乗じ、その額を1週間当たりの勤務時間に52を乗じたものから市長が定める

休日の勤務時間を控除したもので除して得た額

⑵ 月額で報酬を支給するパートタイム会計年度任用職員 第12条第1項第1号の規定

により計算して得た額に12を乗じ、その額を1週間当たりの勤務時間に52を乗じたも

のから市長が定める休日の勤務時間を控除したもので除して得た額

⑶ 時間で報酬を支給するパートタイム会計年度任用職員 第12条第1項第2号の規定

により計算して得た額

（給与又は報酬の減額）

第16条 会計年度任用職員が定められた勤務時間中に勤務しないときは、その勤務しない

ことにつき、任命権者の承認があった場合を除くほか、その勤務しない1時間につき、

前条各号に掲げる会計年度任用職員の区分により算出した給与又は報酬の額（小数点以

下の端数があるときは、これを四捨五入した額）をそれぞれ減額する。

（給与等の支給方法）

第17条 会計年度任用職員の給与等の支給方法については、給与条例又は旅費条例の規定

を準用する。

（その他）

第18条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和2年4月1日から施行する。

（非常勤職員等の給与等に関する条例の廃止）

2 非常勤職員等の給与等に関する条例（平成23年条例第5号）は、廃止する。

別表第1（第3条関係）

会計年度任用職員給料表1

（単位：円）
号給 給料月額

1 142，600

2 143，700

3 144，900

4 146，000
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5 147，100

6 148，200

7 149，300

8 150，400

9 151，500

10 152，900

11 154，200

12 155，500

13 156，800

14 158，300

15 159，800

16 161，400

17 162，700

18 164，200

19 165，700

20 167，200

21 168，600

22 171，300

23 173，900

24 176，500

25 179，200

26 180，900

27 182，600

28 184，300

29 185，800

30 187，600

31 189，400

32 191，100

33 192，700

34 194，500

35 196，300

36 198，100
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37 199，700

38 201，500

39 203，300

40 205，100

41 206，800

42 208，600

43 210，400

44 212，200

45 213，600

46 215，400

47 217，100

48 218，900

49 220，600

50 222，300

51 223，900

52 225，500

53 227，000

54 228，700

55 230，300

56 231，900

57 233，100

58 234，600

59 236，000

60 237，300

61 238，600

62 239，800

63 240，800

64 242，000

65 243，300

66 244，500

67 245，700

68 247，000
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69 247，900

70 249，300

71 250，700

72 252，200

73 253，600

74 255，000

75 256，400

76 257，700

77 258，900

78 260，200

79 261，600

80 262，900

81 264，100

82 265，200

83 266，500

84 267，800

85 268，800

86 269，900

87 271，200

88 272，500

89 273，500

90 274，500

91 275，400

92 276，500

93 277，600

94 278，600

95 279，500

96 280，500

97 281，100

98 282，000

99 282，700

100 283，600
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備考 この表は、他の給料表の適用を受けないすべての職員に適用する。

別表第2（第3条関係）

会計年度任用職員給料表2

（単位：円）
号給 給料月額

1 174，200

2 176，100

3 177，900

4 179，800

5 181，700

6 183，200

7 184，700

8 186，200

9 187，800

10 190，200

11 191，700

12 193，300

13 194，900

14 196，400

15 198，000

16 199，700

17 201，300

18 203，000

19 204，600

20 206，200

21 207，800

22 209，400

23 210，900

24 212，500

25 214，200

26 215，900

27 217，100
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28 218，900

29 220，600

30 222，300

31 223，900

32 225，500

33 227，000

34 228，900

35 230，500

36 232，000

37 233，600

38 235，100

39 236，800

40 238，300

41 239，900

42 241，200

43 242，700

44 244，300

45 245，700

46 247，200

47 248，700

48 250，000

49 251，400

50 252，900

51 254，600

52 256，300

53 258，100

54 259，700

55 262，000

56 263，900

57 265，700

58 267，800

59 269，600
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60 271，500

61 273，400

62 275，500

63 277，600

64 279，600

65 281，700

66 283，700

67 285，700

68 288，000

69 290，200

70 292，500

71 294，600

72 296，600

73 298，900

74 301，200

75 303，400

76 305，400

77 307，700

78 309，900

79 312，200

80 314，300

81 316，400

82 318，600

83 320，700

84 322，700

85 324，700

86 326，700

87 328，700

88 330，500

89 332，600

90 334，600

91 336，700
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92 338，100

93 340，000

94 341，900

95 343，800

96 345，500

97 347，400

98 349，300

99 351，100

100 353，000

101 354，800

102 356，600

103 358，300

104 359，700

105 361，000

106 362，400

107 363，800

108 365，100

109 366，000

110 367，100

111 368，200

112 369，000

113 369，900

114 370，800

115 371，700

116 372，600

117 373，400

118 374，200

119 375，000

120 375，700

121 376，400

122 377，100

123 377，800
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備考 この表は、薬剤師、臨床検査技師、栄養士その他医療技術員及び外国語指導助手

に適用する。

別表第3（第3条関係）

会計年度任用職員給料表3

124 378，300

125 378，900

126 379，500

127 380，200

128 380，600

129 381，300

130 381，900

131 382，500

（単位：円）
号給 給料月額

1 226，000

2 245，000

3 319，000

4 337，000

5 371，000

6 375，000

7 380，000

8 385，000

9 402，300

10 419，600

医師免許取得後の経験年数が10年以

上の者の給料月額については、医師

免許を取得した日から起算して9年

を経過した日以後の経験年数に

17，300円を乗じて得た額を加算して

得た額を基本として、その職務及び

業務の内容に応じ、市長が別に定め

る額とする。（その額が1，000，000円
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備考 この表は、医師及び歯科医師に適用する。

別表第4（第3条関係）

会計年度任用職員給料表4

（単位：円）
号給 給料月額

1 280，000

2 300，000

3 325，000

4 330，000

備考 この表は、語学指導等を行う外国青年招致事業による外国語指導助手に適用する。

を超えるときは、1，000，000円を支

給する。）
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議案第59号

会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整理等に
関する条例の制定について

会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整理等に関する条例

を次のとおり制定するものとする。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整理等に関する条例

（岸和田市職員定数条例の一部改正）

第1条 岸和田市職員定数条例（昭和43年条例第20号）の一部を次のように改正する。

第1条中「臨時に雇用される者」を「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条

の2第1項第2号に掲げる職員及び同法第22条の3第4項の規定に基づき臨時的に任用

された者」に改める。

第2条第2項中「及び派遣職員」を「、派遣職員」に改め、「除く。）」の次に「及び消

防職員のうち初任教育期間中の職員及び救急救命士養成に係る研修中の職員」を加える。

（岸和田市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正）

第2条 岸和田市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年条例第4号）の

一部を次のように改正する。

第3条各号列記以外の部分中「占める職員」の次に「及び同法第22条の2第1項第2

号に掲げる職員」を加える。

（職員の分限に関する条例の一部改正）

第3条 職員の分限に関する条例（昭和26年条例第38号）の一部を次のように改正する。

第4条に次の1項を加える。

5 法第22条の2第1項に規定する会計年度任用職員に対する第1項の規定の適用につ

いては、同項中「3年を超えない範囲内」とあるのは「法第22条の2第2項の規定に

基づき任命権者が定める任期の範囲内」とする。

（職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正）

第4条 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和26年条例第39号）の一部を次のよ

うに改正する。

第3条中「勤務地手当の合計額」を「地域手当の合計額（法第22条の2第1項第1号

に掲げる職員については、報酬の額（会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元

年条例第 号）第12条第2項から第5項までに規定する報酬を除く。））」に改める。

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改正）

第5条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（平成8年

条例第2号）の一部を次のように改正する。

第2条第2項第3号中「第22条第1項」を「第22条」に、「条件附採用」を「条件付

採用」に改める。

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正）

第6条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成14年条例第2号）の一部を次
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のように改正する。

第2条第2項第3号中「第22条第1項」を「第22条」に、「条件附採用」を「条件付

採用」に改める。

（職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正）

第7条 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成7年条例第5号）の一部を次のよう

に改正する。

第20条の見出し中「非常勤職員」を「会計年度任用職員」に改め、同条中「非常勤職

員（再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員を除く。）」を「地方公務員法第22

条の2第1項に規定する会計年度任用職員」に改める。

（岸和田市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第8条 岸和田市職員の育児休業等に関する条例（平成4年条例第16号）の一部を次のよ

うに改正する。

第5条の3第2項中「している職員」の次に「（地方公務員法第22条の2第1項に規

定する会計年度任用職員を除く。）」を加える。

第6条中「職員」の次に「（地方公務員法第22条の2第1項に規定する会計年度任用

職員を除く。）」を加える。

（特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

第9条 特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和31年条例第12

号）の一部を次のように改正する。

別表第3号の表社会教育指導員の項を削る。

（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正）

第10条 一般職の職員の給与に関する条例（昭和32年条例第15号）の一部を次のように改

正する。

第1条中「臨時的任用職員」を「法第22条の2第1項に規定する会計年度任用職員」

に改める。

（職員の退職手当に関する条例の一部改正）

第11条 職員の退職手当に関する条例（昭和32年条例第16号）の一部を次のように改正す

る。

第2条第2項に次のただし書を加える。

ただし、地方公務員法第22条の2第1項第1号に掲げる職員については、この限り

でない。

（岸和田市病院事業の設置等に関する条例の一部改正）

第12条 岸和田市病院事業の設置等に関する条例（昭和41年条例第27号）の一部を次のよ
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うに改正する。

第2条の2第1項中「職員」の次に「（市立岸和田市民病院に常時勤務する職員で、

一般職に属するもの（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の2第1項第2号

に掲げる職員及び同法第22条の3第4項の規定に基づき臨時的に任用された者を除く。）

をいう。）」を加え、同条第2項中「並びに臨時に雇用される者」を削る。

附 則

この条例は、令和2年4月1日から施行する。
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議案第60号

一般職の職員の給与に関する条例及び職員の退職手当
に関する条例の一部改正について

一般職の職員の給与に関する条例及び職員の退職手当に関する条例

の一部を次のとおり改正するものとする。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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一般職の職員の給与に関する条例及び職員の退職手当に関する条例の一部を改正す

る条例

（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正）

第1条 一般職の職員の給与に関する条例（昭和32年条例第15号）の一部を次のように改

正する。

第25条第1項中「、若しくは法第16条第1号に該当して同法第28条第4項の規定によ

り失職し」を削る。

第25条の2第2号中「（同法第16条第1号に該当して失職した職員を除く。）」を削る。

第26条第1項及び第30条第8項中「、若しくは法第16条第1号に該当して同法第28条

第4項の規定により失職し」を削る。

（職員の退職手当に関する条例の一部改正）

第2条 職員の退職手当に関する条例（昭和32年条例第16号）の一部を次のように改正す

る。

第12条第1項第2号中「（同法第16条第1号に該当する場合を除く。）」を削る。

附 則

この条例は、令和元年12月14日から施行する。
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議案第61号

岸和田市立福祉総合センター条例等の一部改正について

岸和田市立福祉総合センター条例等の一部を次のとおり改正するも

のとする。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市立福祉総合センター条例等の一部を改正する条例

（岸和田市立福祉総合センター条例の一部改正）

第1条 岸和田市立福祉総合センター条例（平成28年条例第34号）の一部を次のように改

正する。

第5条に次の1号を加える。

⑶ 使用の目的が専ら営利であり、又は特定の営利事業の援助であると認めるとき。

別表第1項を次のように改める。

1 室使用料

区分 午前9時 午後1時 午後6時 午前9時 午後1時 午前9時

～ ～ ～ ～ ～ ～

室名 午前12時 午後5時 午後9時 午後5時 午後9時 午後9時

円 円 円 円 円 円

訓練室 1，500 1，800 1，500 2，600 2，600 4，500

アリーナ 3，600 5，400 3，600 9，000 9，000 14，800

全面

アリーナ 1，800 2，700 1，800 4，500 4，500 7，400

半面

研修室1 700 900 700 1，500 1，500 2，500

研修室2 700 900 700 1，500 1，500 2，600

活動室 400 500 400 1，000 1，000 1，500

大会議室 1，400 1，800 1，400 2，600 2，600 4，500

Ａ

大会議室 800 1，000 800 1，500 1，500 2，600

Ｂ

講座室1 400 500 400 1，000 1，000 1，500

講座室2 400 500 400 1，000 1，000 1，400

工作室 500 600 500 1，200 1，200 1，700

諸芸室 600 800 600 1，500 1，500 2，300

会議室 600 800 600 1，500 1，500 2，200

交流室 400 500 400 1，000 1，000 1，500

和室 300 300 300 600 600 900
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備考 次の各号のいずれかに該当するときは、室使用料の3倍の額を徴収する。

⑴ 市内に居住し、通勤し、若しくは通学している個人又は市内に事務所若しくは

事業所を有する個人若しくは法人その他の団体以外の者が使用するとき。

⑵ 使用者が入場料若しくは実費の範囲を超える受講料その他これらに類するもの

を徴収するとき、又は物品の販売その他これらに類する営利行為を行うとき。

（岸和田市立保健センター条例の一部改正）

第2条 岸和田市立保健センター条例（平成9年条例第28号）の一部を次のように改正す

る。

第4条第3号を次のように改める。

⑶ 使用の目的が専ら営利であり、又は特定の営利事業の援助であると認めるとき。

第4条第2項を削る。

第5条中「前条第1項各号」を「前条各号」に改める。

第7条を次のように改める。

（使用料）

第7条 使用者は、別表に定めるところにより使用料を前納しなければならない。ただ

し、市長において特別の理由があると認めるときは、後納することができる。

別表を次のように改める。

別表（第7条関係）

備考 次の各号のいずれかに該当するときは、使用料の3倍の額を徴収する。

⑴ 市内に居住し、通勤し、若しくは通学している個人又は市内に事務所若しくは

事業所を有する個人若しくは法人その他の団体以外の者が使用するとき。

⑵ 使用者が入場料若しくは実費の範囲を超える受講料その他これらに類するもの

を徴収するとき、又は物品の販売その他これらに類する営利行為を行うとき。

（岸和田市立公民館及び青少年会館の設置、管理等に関する条例の一部改正）

第3条 岸和田市立公民館及び青少年会館の設置、管理等に関する条例（昭和58年条例第

3号）の一部を次のように改正する。

第3条を次のように改める。

調理室 700 900 700 1，500 1，500 2，600

（単位：円）

室名
午前9時から 午後1時から 午前9時から

午前12時まで 午後5時まで 午後5時まで

会議室 1，400 1，900 3，700
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（事業）

第3条 公民館等は、第1条の目的を達成するため、次の事業を行う。

⑴ 講座等を開設すること。

⑵ 討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等の開催に関すること。

⑶ 図書、記録、模型、資料等を備え、その利用に関すること。

⑷ 体育、レクリエーション等に関する集会の開催に関すること。

⑸ 各種の団体等の連絡に関すること。

⑹ 市民の集会その他の公共的利用に供すること。

⑺ 前各号に掲げるもののほか、公民館等の設置の目的を達成するため教育委員会が

必要と認める事業

第5条及び第6条を次のように改める。

（使用許可）

第5条 公民館等を使用しようとする者は、あらかじめ教育委員会に申請し、その許可

を受けなければならない。この場合において、教育委員会は、必要があると認めると

きは、使用の条件を付することができる。

（使用の制限）

第6条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、公民館等の使

用を許可しない。

⑴ 公の秩序を乱し、又は風俗を害するおそれがあると認めるとき。

⑵ 建物、附属設備又は器具を汚損し、又は破損するおそれがあると認めるとき。

⑶ 前2号に掲げるもののほか、管理運営上支障があると認めるとき。

第11条及び第12条を削る。

第10条を第12条とし、同条の前に次の1条を加える。

（使用権の譲渡等の禁止）

第11条 使用者は、使用の権利を譲渡し、他人に使用させ、又は許可を受けた目的以外

に使用してはならない。

第9条中「公民館等の使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）」を「使用者」

に改め、同条に後段として次のように加える。

この場合において、使用者に生じた損害については、市はその責めを負わない。

第9条第1号中「第5条ただし書」を「第6条各号」に改め、同条第2号を次のよう

に改める。

⑵ この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。

第9条に次の3号を加える。
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⑶ 使用許可の条件に違反したとき。

⑷ 虚偽その他不正の手段により使用の許可を受けたと認められたとき。

⑸ 前各号に掲げるもののほか、教育委員会において使用を停止し、又は使用許可を

取り消すことが適当であると認めたとき。

第9条を第10条とする。

第8条を第9条とする。

第7条中「ただし書の場合において」を「の規定にかかわらず」に改め、同条を第8

条とする。

第6条の次に次の1条を加える。

（使用料）

第7条 公民館等の使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、別表に定める

ところにより使用料を前納しなければならない。ただし、教育委員会において特別の

理由があると認めるときは、後納することができる。

別表第1を削る。

別表第2を次のように改める。

別表第2（第7条関係）

1 室使用料

館名 室名 1時間につき

円

市立公民館・中央地区公 多目的ホール 500

民館 多目的室 200

講座室1 200

講座室2 200

講座室3 200

講座室4 100

講座室5 100

創作室 200

実習室 200

保育室 100

和室 200

陶芸室 100
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市立公民館分館 多目的ホール1 300

多目的ホール2 200

講座室1 100

講座室2 100

講座室3 100

講座室4 100

実習室 200

保育室 200

和室 200

音楽室 100

春木地区公民館・春木青 集会室 500

少年会館 講座室1 100

講座室2 100

講座室3 100

講座室4 100

講座室5 100

実習室 200

和室 200

音楽室 100

葛城地区公民館 多目的ホール 400

講座室1 200

講座室2 100

和室 200

光陽地区公民館 体育室 400

講座室1 200

講座室2 200

講座室3 100

講座室4 100

実習室 100

和室 100

山滝地区公民館 集会室 500
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講座室1 200

講座室2 100

講座室3 200

実習室 200

和室 100

城北地区公民館 集会室 700

講座室1 100

講座室2 100

講座室3 200

講座室4 100

実習室 200

和室 200

大芝地区公民館 体育室 700

講座室1 100

講座室2 100

講座室3 100

講座室4 100

講座室5 100

講座室6 100

実習室 100

和室 100

旭地区公民館 集会室 900

講座室1 300

講座室2 100

創作室 100

実習室 200

保育室 100

和室 100

陶芸室 100

葛城上地区公民館 講座室1 100

講座室2 100
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和室 200

山直地区公民館 多目的ホール 1，000

多目的室1 100

多目的室2 100

講座室1 200

講座室2 200

講座室3 200

創作室 200

実習室 200

保育室 200

和室 100

音楽室 100

陶芸室 100

光明地区公民館 多目的室 400

講座室1 200

講座室2 100

講座室3 100

講座室4 100

創作室 100

実習室 200

保育室 100

和室 100

音楽室 100

陶芸室 100

新条地区公民館 多目的ホール 400

講座室1 100

講座室2 200

創作室 200

実習室 200

保育室 100

和室 100
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音楽室 100

陶芸室 100

天神山地区公民館 多目的ホール 200

多目的室 100

講座室1 100

講座室2 100

講座室3 100

講座室4 100

実習室 100

和室 100

八木地区公民館 集会室 700

講座室1 300

講座室2 100

創作室 100

実習室 200

保育室 200

和室 100

常盤地区公民館 集会室 600

講座室1 300

講座室2 100

講座室3 200

講座室4 300

創作室 100

実習室 200

保育室 100

和室 100

音楽室 100

大宮地区公民館 講座室1 100

講座室2 200

講座室3 100

和室 100
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備考 次の各号のいずれかに該当するときは、使用料の3倍の額を徴収する。

⑴ 市内に居住し、通勤し、若しくは通学している個人又は市内に事務所若しくは

事業所を有する個人若しくは法人その他の団体以外の者が使用するとき。

⑵ 使用者が入場料若しくは実費の範囲を超える受講料その他これらに類するもの

を徴収するとき、又は物品の販売その他これらに類する営利行為を行うとき。

2 設備使用料

別表第2を別表とする。

（きしわだ自然資料館条例の一部改正）

第4条 きしわだ自然資料館条例（平成7年条例第4号）の一部を次のように改正する。

第4条第3項ただし書を削る。

第5条の見出し中「入館」を「入場」に改め、同条中「入館」を「入場」に改め、同

条第3号を同条第4号とし、同条第2号の次に次の1号を加える。

⑶ ホールの使用の目的が専ら営利であり、又は特定の営利事業の援助であると認め

久米田青少年会館 集会室 300

講座室1 100

講座室2 100

講座室3 100

講座室4 100

実習室 100

和室 100

箕土路青少年会館 集会室 400

講座室1 100

講座室2 100

講座室3 100

講座室4 100

和室 100

（単位：円）
陶芸窯 1日につき 500

市立公民館分館多目的ホ 1日につき 3，000

ール可動椅子

山直地区公民館多目的ホ 1日につき 7，000

ール可動椅子
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るとき。

第13条を削り、第14条を第13条とし、第15条を第14条とする。

別表第2を次のように改める。

別表第2（第7条関係）

備考 次の各号のいずれかに該当するときは、使用料の3倍の額を徴収する。

⑴ 市内に居住し、通勤し、若しくは通学している個人又は市内に事務所若しくは

事業所を有する個人若しくは法人その他の団体以外の者が使用するとき。

⑵ 使用者が入場料若しくは実費の範囲を超える受講料その他これらに類するもの

を徴収するとき、又は物品の販売その他これらに類する営利行為を行うとき。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和元年10月1日から施行する。

（岸和田市立福祉総合センター条例の一部改正に伴う経過措置）

2 第1条の規定による改正後の岸和田市立福祉総合センター条例の規定は、令和2年4

月1日以後の使用に係る許可及び使用料について適用し、同日前の使用に係る許可及び

使用料については、なお従前の例による。

（岸和田市立保健センター条例の一部改正に伴う経過措置）

3 第2条の規定による改正後の岸和田市立保健センター条例の規定は、令和2年4月1

日以後の使用に係る許可及び使用料について適用し、同日前の使用に係る許可及び使用

料については、なお従前の例による。

（岸和田市立公民館及び青少年会館の設置、管理等に関する条例の一部改正に伴う経過

措置）

4 第3条の規定による改正後の岸和田市立公民館及び青少年会館の設置、管理等に関す

る条例の規定は、令和2年4月1日以後の使用に係る許可及び使用料について適用し、

同日前の使用に係る許可及び使用料については、なお従前の例による。

（きしわだ自然資料館条例の一部改正に伴う経過措置）

5 第4条の規定による改正後のきしわだ自然資料館条例の規定は、令和2年4月1日以

後の使用並びに使用に係る許可及び使用料について適用し、同日前の使用並びに使用に

係る許可及び使用料については、なお従前の例による。

きしわだ自然資料館多目的ホール使用料

区分
午前9時から 午後1時から 午前9時から

午前12時まで 午後5時まで 午後5時まで

多目的ホール 1，100円 1，300円 2，600円
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議案第62号

岸和田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に
係る利用者負担に関する条例及び岸和田市特定教育・保
育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定
める条例の一部改正等について

岸和田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に係る利用者

負担に関する条例及び岸和田市特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を次のとおり改正等す

るものとする。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平



―61―

岸和田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に係る利用者負担に関

する条例及び岸和田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する等の条例

（岸和田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に係る利用者負担に関する条例

の一部改正）

第1条 岸和田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に係る利用者負担に関する

条例（平成27年条例第9号）の一部を次のように改正する。

第1条中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。

（岸和田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部改正）

第2条 岸和田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成26年条例第26号）の一部を次のように改正する。

第2条中「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準」を「特

定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営

に関する基準」に改める。

（岸和田市幼稚園保育料条例の廃止）

第3条 岸和田市幼稚園保育料条例（平成27年条例第12号）は、廃止する。

附 則

この条例は、令和元年10月1日から施行する。
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議案第63号

岸和田市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正
について

岸和田市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を次のとおり改正

するものとする。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例

岸和田市印鑑の登録及び証明に関する条例（平成4年条例第4号）の一部を次のように

改正する。

第2条第1項中「本市の」を「本市が備える」に改める。

第3条第2項第1号中「、氏、名」を「若しくは旧氏（住民基本台帳法施行令（昭和42

年政令第292号。以下「令」という。）第30条の13に規定する旧氏をいう。以下同じ。）及

び名、氏、名若しくは旧氏」に改め、「又は氏名」の次に「若しくは旧氏及び名」を加

え、「住民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号）第30条の26第1項」を「令第30条の

16第1項」に、「もの）」を「ものを含む。）」に改める。

第6条第1項第3号中「外国人住民にあっては、住民票に記録されている」を「氏に変

更があった者に係る住民票に旧氏の記載（法第6条第3項の規定により磁気ディスク（こ

れに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。以下同

じ。）をもって調製する住民票にあっては、記録。以下同じ。）がされている場合にあって

は当該旧氏を、外国人住民に係る住民票に通称又は片仮名表記の記載がされている場合に

あっては当該」に改め、同条第2項中「（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記

録しておくことができるものを含む。以下同じ。）」を削る。

第9条の次に次の1条を加える。

（登録継続の請求）

第9条の2 氏に変更があった被登録者（その登録を受けた印鑑が当該変更の直前に称さ

れていた旧氏及び名若しくは旧氏又は旧氏及び名の一部を組み合わせたものである者に

限る。）であって、令第30条の14第1項の規定により住民票に当該変更の直前に称して

いた旧氏の記載の請求をし、又は同条第3項の規定により住民票に記載されている旧氏

を当該変更の直前に称していた旧氏に変更の請求をしたものは、当該印鑑の登録の継続

を請求することができる。

2 前項の請求は、当該氏の変更に係る戸籍法（昭和22年法律第224号）の規定に基づく

届出をした日の翌日から起算して60日を経過したときは、することができない。

3 第4条第2項の規定は、第1項の請求について準用する。

第12条第1号中「氏名」の次に「（旧氏を含む。）」を、「通称」の次に「及び片仮名表

記」を加える。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和元年11月5日から施行する。
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（経過措置）

2 この条例による改正後の岸和田市印鑑の登録及び証明に関する条例第9条の2の規定

は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に氏に変更があった被登録者

（その登録を受けた印鑑が当該変更の直前に称されていた旧氏及び名若しくは旧氏又は

旧氏及び名の一部を組み合わせたものである者に限る。）であって、施行日において当

該氏の変更に係る戸籍法（昭和22年法律第224号）の規定に基づく届出をした日の翌日

から起算して60日を経過しないものについても、適用する。
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議案第64号

岸和田市立男女共同参画センター条例の一部改正について

岸和田市立男女共同参画センター条例の一部を次のとおり改正する

ものとする。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市立男女共同参画センター条例の一部を改正する条例

岸和田市立男女共同参画センター条例（平成30年条例第55号）の一部を次のように改正

する。

第4条に後段として次のように加える。

この場合において、市長は、必要があると認めるときは、使用の条件を付することが

できる。

第5条第3号中「前2号」を「前3号」に改め、同号を同条第4号とし、同条第2号の

次に次の1号を加える。

⑶ 使用の目的が専ら営利であり、又は特定の営利事業の援助であると認めるとき。

第7条を次のように改める。

（使用料）

第7条 使用者は、別表に定めるところにより使用料を前納しなければならない。ただ

し、市長において特別の理由があると認めるときは、後納することができる。

第8条中「ただし書の場合において、市長は、特別の理由」を「の規定にかかわらず、

市長は、特に必要」に改める。

別表を次のように改める。

別表（第7条関係）

備考 次の各号のいずれかに該当するときは、使用料の3倍の額を徴収する。

⑴ 市内に居住し、通勤し、若しくは通学している個人又は市内に事務所若しくは事

業所を有する個人若しくは法人その他の団体以外の者が使用するとき。

⑵ 使用者が入場料若しくは実費の範囲を超える受講料その他これらに類するものを

徴収するとき、又は物品の販売その他これらに類する営利行為を行うとき。

附 則

区分
1時間につき

室名

円

研修室1 100

研修室2 100

研修室3 400

実習室 200

多目的室 1，000
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（施行期日）

1 この条例は、令和元年10月1日から施行する。

（経過措置）

2 この条例による改正後の岸和田市立男女共同参画センター条例の規定は、令和2年4

月1日以後の使用に係る許可及び使用料について適用し、同日前の使用に係る許可及び

使用料については、なお従前の例による。
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議案第65号

岸和田市立文化会館条例の一部改正について

岸和田市立文化会館条例の一部を次のとおり改正するものとする。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市立文化会館条例の一部を改正する条例

岸和田市立文化会館条例（昭和59年条例第3号）の一部を次のように改正する。

別表第1項を次のように改める。

1 文化会館室等使用料

備考

1 ホールを準備又は練習のために使用する場合は、平日に限り、基本料金の5割の

区分 基本料金

午前9時 午後1時 午後6時 午前9時 午後1時 午前9時

～ ～ ～ ～ ～ ～

室名 午前12時 午後5時 午後10時 午後5時 午後10時 午後10時

円 円 円 円 円 円

平日 26，000 36，000 39，000 57，000 66，000 92，000

ホール 土曜日、

日曜日及 31，000 43，000 47，000 69，000 79，000 111，000

び休日

楽屋1 600 600 600 900 900 1，100

楽屋2 1，300 1，300 1，300 1，900 1，900 2，500

楽屋3 1，300 1，300 1，300 1，900 1，900 2，500

楽屋4 700 700 700 1，000 1，000 1，300

リハーサル室1 5，000 6，900 7，700 10，800 12，500 17，100

リハーサル室2 2，800 3，800 4，400 6，200 7，900 10，800

リハーサル室3 2，300 2，600 3，000 4，000 5，000 7，200

リハーサル室4 3，900 5，400 6，100 8，500 10，800 13，500

研修室 1，700 2，200 2，500 3，600 4，300 5，700

創作実習室1 1，300 1，500 1，700 2，600 2，800 3，800

創作実習室2 2，600 2，700 3，300 4，300 5，500 7，800

会議室1 1，200 1，500 1，700 2，600 2，800 3，800

会議室2 1，200 1，500 1，700 2，600 2，800 3，800

和室 1，200 1，500 1，700 2，600 2，800 3，800

視聴覚室 1，900 2，300 2，600 3，600 4，300 5，700

展示場 20，000
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額とする。ただし、搬入、仕込み、調律、リハーサル、搬出等のために舞台のみを

使用する場合に限る。

2 展示場を搬入、飾付け、搬出又は撤収のためにのみ使用する場合は、基本料金の

5割の額とする。

3 この表において「休日」とは、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）

第3条に規定する休日をいう。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和元年10月1日から施行する。

（経過措置）

2 この条例による改正後の岸和田市立文化会館条例の規定は、令和2年10月1日以後の

使用に係る使用料について適用し、同日前の使用に係る使用料については、なお従前の

例による。

別表第2項第2号の表中

「 机、椅子、黒板 無料

映写機（16ミリ、35ミリ） 1時間 3，000

スライド映写機 1時間 500

シャワー室 1室 1，000」

を

「 机、椅子、黒板 無料

シャワー室 1室 1，000」
に改める。

別表第2項第3号の表中

「 テープレコーダー 1台 2，000

DATレコーダー 1台 2，000

マイクスタンド 無料 」

を

「 テープレコーダー 1台 2，000

マイクスタンド 無料 」
に改める。

別表第2項第5号の表中
「 ビデオプロジェクター 1台 500

プロジェクター 一式 1，000」
を

「 ビデオ及びDVD一体型プ 1台 500

レーヤー

プロジェクター 一式 1，000

移動型スクリーン 1台 100」

に改める。



―75―

議案第66号

岸和田市消防関係事務手数料条例の一部改正について

岸和田市消防関係事務手数料条例の一部を次のとおり改正するもの

とする。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市消防関係事務手数料条例の一部を改正する条例

岸和田市消防関係事務手数料条例（平成24年条例第6号）の一部を次のように改正する。

第2条第2号カの表中「1，580，000円」を「1，590，000円」に、「1，940，000円」を「1，950，000

円」に、「2，260，000円」を「2，270，000円」に改める。

附 則

この条例は、令和元年10月1日から施行する。
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議案第67号

岸和田市消防団員の定員、任免、報酬、服務等に関する
条例の一部改正について

岸和田市消防団員の定員、任免、報酬、服務等に関する条例の一部

を次のとおり改正するものとする。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市消防団員の定員、任免、報酬、服務等に関する条例の一部を改正す

る条例

岸和田市消防団員の定員、任免、報酬、服務等に関する条例（平成17年条例第7号）の

一部を次のように改正する。
こ

第4条第1号を削り、同条第2号中「禁錮」を「禁錮」に改め、同号を同条第1号と

し、同条第3号中「免職」を「懲戒免職」に改め、同号を同条第2号とし、同条第4号を

同条第3号とする。

第5条第2項第1号中「前条各号（第3号を除く。）のいずれか」を「前条第1号又は

第3号」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第68号

岸和田市上水道事業及び下水道事業に従事する職員の給
与の種類及び基準に関する条例及び岸和田市下水道条例
の一部改正について

岸和田市上水道事業及び下水道事業に従事する職員の給与の種類及

び基準に関する条例及び岸和田市下水道条例の一部を次のとおり改正

するものとする。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市上水道事業及び下水道事業に従事する職員の給与の種類及び基準に

関する条例及び岸和田市下水道条例の一部を改正する条例

（岸和田市上水道事業及び下水道事業に従事する職員の給与の種類及び基準に関する条

例の一部改正）

第1条 岸和田市上水道事業及び下水道事業に従事する職員の給与の種類及び基準に関す

る条例（昭和41年条例第24号）の一部を次のように改正する。

第14条第2項第2号中「（同法第16条第1号に該当する場合を除く。）」を削る。

（岸和田市下水道条例の一部改正）

第2条 岸和田市下水道条例（昭和43年条例第38号）の一部を次のように改正する。

第6条の2第3項第1号中「アからエまで」を「アからオまで」に改める。

第6条の3第1項第4号アを次のように改める。

ア 心身の故障により排水設備工事の事業を適正に行うことができない者として、

管理者が別に定めるもの

第6条の3第1項第4号中エをオとし、ウをエとし、イをウとし、アの次に次のよう

に加える。

イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

第6条の10第2項第1号を次のように改める。

⑴ 心身の故障により排水設備工事を適正に行うことができない者として、管理者が

別に定めるもの

第6条の10第2項中第2号を第3号とし、第1号の次に次の1号を加える。

⑵ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

附 則

この条例は、令和元年12月14日から施行する。ただし、第2条の規定は、令和元年9月

14日から施行する。
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議案第69号

岸和田市上水道事業給水条例の一部改正について

岸和田市上水道事業給水条例の一部を次のとおり改正するものとす

る。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市上水道事業給水条例の一部を改正する条例

岸和田市上水道事業給水条例（平成9年条例第31号）の一部を次のように改正する。

第10条の見出し中「指定」の次に「及び指定の更新」を加え、同条中第5項を第6項と

し、第4項の次に次の1項を加える。

5 前各項の規定は、法第25条の3の2に規定する指定の更新について準用する。

第11条第1項中「第5条」を「第6条」に改める。

附 則

この条例は、令和元年10月1日から施行する。



―91―

議案第70号

令和元年度岸和田市一般会計補正予算（第2号）

令和元年度岸和田市の一般会計補正予算（第2号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ375，310千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ77，464，746千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第1表歳入歳出予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第2条 債務負担行為の追加及び変更は、「第2表債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第3条 地方債の変更は、「第3表地方債補正」による。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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第2表 債務負担行為補正

（追 加 分）

（変 更 分）

千円 千円

千円

事 項 期 間 限 度 額

学習支援事業業務委託
（生活困窮者自立支援事業）

令和元年度から
令和4年度まで

21，000

事 項
変 更 前 変 更 後

期 間 限 度 額 期 間 限 度 額

学校給食調理業務委託
（学校給食運営事業）

令和元年度から
令和4年度まで

330，915
令和元年度から
令和4年度まで

417，855
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第3表 地方債補正

（変 更 分）

起

債

の

目

的

補 正 前 補 正 後

限

度

額

起
債
の
方
法

利

率

償 還 の 方 法 備

考

限

度

額

起
債
の
方
法

利

率

償 還 の 方 法 備

考

区

分

償
還
期
限

据
置
期
間

償
還
方
法

そ

の

他

区

分

償
還
期
限

据
置
期
間

償
還
方
法

そ

の

他

児童福祉施設
整 備 事 業

千円

41,500

%以内 年以内 年以内
平成31年2
月22日提出
議案第28号
3月22日可
決

千円

43,000

%以内 年以内 年以内

学校教育施設
整 備 事 業 23,200

平成31年2
月22日提出
議案第28号
3月22日可
決

97,300
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議案第71号

令和元年度岸和田市自転車競技事業特別会計補正予算（第1号）

令和元年度岸和田市の自転車競技事業特別会計補正予算（第1号）は、次に定めるとこ

ろによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ5，362千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ18，137，128千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第1表歳入歳出予算補正」による。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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議案第72号

令和元年度岸和田市介護保険事業特別会計補正予算（第2号）

令和元年度岸和田市の介護保険事業特別会計補正予算（第2号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ398，939千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ17，428，849千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第1表歳入歳出予算補正」による。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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議案第73号

令和元年度岸和田市上水道事業会計補正予算（第1号）

第1条 令和元年度岸和田市上水道事業会計の補正予算（第1号）は、次に定めるところ

による。

第2条 令和元年度岸和田市上水道事業会計予算第5条に定めた債務負担行為を、次のと

おり追加する。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平

事 項 期 間 限 度 額
検 針 、 窓 口 ・ 収 納 及 び
量 水 器 取 替 等 業 務 委 託

令和元年度から
令和4年度まで

401,150千円
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議案第74号

令和元年度岸和田市病院事業会計補正予算（第2号）

第1条 令和元年度岸和田市病院事業会計の補正予算（第2号）は、次に定めるところに

よる。

第2条 令和元年度岸和田市病院事業会計予算第4条に定めた資本的収入及び支出の予定

額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （合 計）

収 入

第1款 資本的収入 811，200千円 60千円 811，260千円

第6項 寄附金 0千円 60千円 60千円

支 出

第1款 資本的支出 1，986，076千円 60千円 1，986，136千円

第1項 建設改良費 548，490千円 60千円 548，550千円

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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議案第75号

平成30年度岸和田市下水道事業会計

未処分利益剰余金の処分について

平成30年度岸和田市下水道事業会計の未処分利益剰余金について、

次のとおり処分するため、地方公営企業法第32条第2項の規定により

議会の議決を求める。

令和元年8月22日提出

岸和田市長 永 野 耕 平

記

1 減債積立金に891，897，513円を積み立てる。

1 資本金に818，022，059円を組み入れる。
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各 会 計 事 項 別 明 細 書
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一 般 会 計
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自 転 車 競 技 事 業 特 別 会 計
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介 護 保 険 事 業 特 別 会 計
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病 院 事 業 会 計
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款 項 目 既決予定額 補正予定額 合計 備考

1 資 本 的 収 入
千円 千円 千円

811,200 60 811,260

6 寄 附 金 0 60 60

1 寄 附 金 0 60 60

款 項 目 既決予定額 補正予定額 合計 備考

1 資 本 的 支 出
千円 千円 千円

1,986,076 60 1,986,136

1 建設改良費 548,490 60 548,550

2 資産購入費 300,100 60 300,160

令和元年度 病院事業会計補正予算実施計画

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

支 出
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資本的収入

目 既決予定額 補正予定額 合 計 節 の 区 分

1 寄 附 金 0 60 60 1 寄 附 金

計 0 60 60

科 目 既決予定額 補正予定額 合 計

款 1 資 本 的 収 入 811,200 60 811,260

項 6 寄 附 金 0 60 60
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（単位：千円）

節の金額 説 明 備 考

60 寄 附 金 60
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資本的支出

目 既決予定額 補正予定額 合 計 節 の 区 分

2 資 産 購 入 費 300,100 60 300,160 1 医療機器等購入費

計 548,490 60 548,550

科 目 既決予定額 補正予定額 合 計

款 1 資 本 的 支 出 1,986,076 60 1,986,136

項 1 建 設 改 良 費 548,490 60 548,550
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（単位：千円）

節の金額 説 明 備 考

60 医療機器等購入費 60
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の
に
つ
い
て
の
前
年
度
末
ま
で
の
支
出
額
又
は
支
出
額
の
見
込
み
及
び
当
該
年

度
以
降
の
支
出
予
定
額
等
に
関
す
る
調
書

2
）
地
方
債
の
前
年
度
末
に
お
け
る
現
在
高
及
び
当
該
年
度
末
に
お
け
る
現
在
高
の
見
込
み
に
関
す
る
調
書



―
17
9
―

（
追
加
分
）

（
一
般
会
計
）

事
項

限
度
額

前
年
度
末
ま
で
の

支
出
（
見
込
）
額

当
該
年
度
以
降
の

支
出
予
定
額

左
の

財
源

内
訳

特
定

財
源

一
般
財
源

期
間

金
額

期
間

金
額

国
庫
支
出
金

府
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

学
習
支
援
事
業
業
務
委
託

（
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
事
業
）

21
,00
0

千
円

千
円

令
和
元
年
度

0
千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

0
千
円

令
和
2
年
度

7
,00
0

3
,50
0

3
,50
0

令
和
3
年
度

7
,00
0

3
,50
0

3
,50
0

令
和
4
年
度

7
,00
0

3
,50
0

3
,50
0

（
変
更
分
）

事
項

限
度
額

前
年
度
末
ま
で
の

支
出
（
見
込
）
額

当
該
年
度
以
降
の

支
出
予
定
額

左
の

財
源

内
訳

特
定

財
源

一
般
財
源

期
間

金
額

期
間

金
額

国
庫
支
出
金

府
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

変 更 前

学
校
給
食
調
理
業
務
委
託

（
学
校
給
食
運
営
事
業

（
東
光
小
学
校
・
城
北
小

学
校
・
光
明
小
学
校
・
春

木
小
学
校
・
八
木
南
小
学

校
））

33
0
,91
5

千
円

千
円

令
和
元
年
度

0
千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

0
千
円

令
和
2
年
度

11
0
,30
5

11
0
,30
5

令
和
3
年
度

11
0
,30
5

11
0
,30
5

令
和
4
年
度

11
0
,30
5

11
0
,30
5

変 更 後

学
校
給
食
調
理
業
務
委
託

（
学
校
給
食
運
営
事
業

（
東
光
小
学
校
・
城
北
小

学
校
・
光
明
小
学
校
・
春

木
小
学
校
・
八
木
南
小
学

校
・
山
直
北
小
学
校
））

41
7
,85
5

令
和
元
年
度

0
0

令
和
2
年
度

13
9
,28
5

13
9
,28
5

令
和
3
年
度

13
9
,28
5

13
9
,28
5

令
和
4
年
度

13
9
,28
5

13
9
,28
5

1
）
債
務
負
担
行
為
で
翌
年
度
以
降
に
わ
た
る
も
の
に
つ
い
て
の
前
年
度
末
ま
で
の
支
出
額
又
は
支
出
額
の
見
込
み
及
び
当
該
年

度
以
降
の
支
出
予
定
額
等
に
関
す
る
調
書



―
18
0
―

（
追
加
分
）

（
上
水
道
事
業
会
計
）

事
項

限
度
額

前
年
度
末
ま
で
の
支
払
義
務
発
生
（
見
込
）
額

当
該
年
度
以
降
の
支
払
義
務
発
生
予
定
額

左
の
財
源
内
訳

期
間

金
額

期
間

金
額

負
担
金

損
益
勘
定
留
保
資
金

検
針
、
窓
口
・
収
納
及
び

量
水
器
取
替
等
業
務
委
託

40
1
,15
0

千
円

千
円

令
和
元
年
度

0
千
円

千
円

千
円

令
和
2
年
度

13
5
,99
8

67
,99
9

67
,99
9

令
和
3
年
度

12
8
,92
1

64
,46
1

64
,46
0

令
和
4
年
度

13
6
,23
1

68
,11
6

68
,11
5



―
18
1
―

区
分

前
年
度
末
現
在
高

当
該
年
度
中
増
減
見

込
額

当
該
年
度
末
現
在
高
見
込
額

当
該
年
度
中
起
債
見
込
額

当
該
年
度
中
元
金
償
還
見
込
額

補
正
前

の
額

補
正
額

補
正
後

の
額

補
正
前

の
額

補
正
額

補
正
後

の
額

補
正
前

の
額

補
正
額

補
正
後

の
額

補
正
前

の
額

補
正
額

補
正
後

の
額

1
普
通
債

⑴
土

木
1,0
99
,81
2

△
16
,20
0

1,0
83
,61
2

98
,50
0

98
,50
0

92
,85
6

92
,85
6

1,1
05
,45
6

△
16
,20
0

1,0
89
,25
6

⑵
農
林
水
産

18
1,2
51

△
10
7,0
00

74
,25
1

20
7,4
00

20
7,4
00

8,4
58

8,4
58

38
0,1
93

△
10
7,0
00

27
3,1
93

⑶
教

育
5,4
89
,65
2

67
2,4
01

6,1
62
,05
3

22
,50
0

74
,10
0

96
,60
0

36
2,6
61

36
2,6
61

5,1
49
,49
1

74
6,5
01

5,8
95
,99
2

⑷
公
営
住
宅

1,2
29
,32
9

△
14
4,8
00

1,0
84
,52
9

27
2,1
00

27
2,1
00

94
,02
8

94
,02
8

1,4
07
,40
1

△
14
4,8
00

1,2
62
,60
1

⑸
消
防
施
設

1,5
35
,35
5

△
14
,35
9

1,5
20
,99
6

31
,10
0

31
,10
0

22
9,1
80

22
9,1
80

1,3
37
,27
5

△
14
,35
9

1,3
22
,91
6

⑹
会

館
5,4
27
,44
1

△
52
,30
0

5,3
75
,14
1

66
,90
0

66
,90
0

96
2,8
09

96
2,8
09

4,5
31
,53
2

△
52
,30
0

4,4
79
,23
2

⑻
都
市
計
画

8,6
91
,00
5

71
2,9
00

9,4
03
,90
5

74
4,7
00

74
4,7
00

1,8
29
,62
7

1,8
29
,62
7

7,6
06
,07
8

71
2,9
00

8,3
18
,97
8

⑼
保
育
施
設

38
0,7
81

△
9,0
00

37
1,7
81

26
,40
0

26
,40
0

26
,29
2

26
,29
2

38
0,8
89

△
9,0
00

37
1,8
89

⑽
そ
の
他

1,1
18
,48
2

△
26
,45
7

1,0
92
,02
5

12
7,8
00

1,5
00

12
9,3
00

52
,93
4

52
,93
4

1,1
93
,34
8

△
24
,95
7

1,1
68
,39
1

計
25
,17
5,3
92

1,0
15
,18
5

26
,19
0,5
77

1,6
01
,10
0

75
,60
0

1,6
76
,70
0

3,6
61
,66
2

0
3,6
61
,66
2

23
,11
4,8
30

1,0
90
,78
5

24
,20
5,6
15

2
災
害
復
旧
債

⑵
農
林
水
産

1,3
00

6,3
00

7,6
00

1,3
00

6,3
00

7,6
00

⑶
教

育
23
8,5
10

△
77
,60
0

16
0,9
10

24
,70
6

24
,70
6

21
3,8
04

△
77
,60
0

13
6,2
04

⑷
会

館
13
9,2
00

△
25
,70
0

11
3,5
00

12
,75
0

12
,75
0

12
6,4
50

△
25
,70
0

10
0,7
50

⑸
図
書
館

54
,10
0

△
6,3
00

47
,80
0

5,4
10

5,4
10

48
,69
0

△
6,3
00

42
,39
0

⑹
そ
の
他

47
,70
0

△
21
,20
0

26
,50
0

4,7
60

4,7
60

42
,94
0

△
21
,20
0

21
,74
0

計
50
3,3
45

△
12
4,5
00

37
8,8
45

0
0

0
49
,16
1

0
49
,16
1

45
4,1
84

△
12
4,5
00

32
9,6
84

3
そ
の
他

⑵
臨時
財政
対策
債

34
,10
1,2
56

△
2,9
57

34
,09
8,2
99

2,6
90
,00
0

2,6
90
,00
0

2,1
65
,53
2

2,1
65
,53
2

34
,62
5,7
24

△
2,9
57

34
,62
2,7
67

計
38
,75
6,7
54

△
2,9
57

38
,75
3,7
97

2,7
85
,80
0

0
2,7
85
,80
0

2,9
63
,10
6

0
2,9
63
,10
6

38
,57
9,4
48

△
2,9
57

38
,57
6,4
91

一
般
会
計

計
64
,43
5,4
91

88
7,7
28

65
,32
3,2
19

4,3
86
,90
0

75
,60
0

4,4
62
,50
0

6,6
73
,92
9

0
6,6
73
,92
9

62
,14
8,4
62

96
3,3
28

63
,11
1,7
90

合
計

68
,85
4,4
95

88
7,7
28

69
,74
2,2
23

6,7
54
,10
0

75
,60
0

6,8
29
,70
0

8,1
46
,32
1

0
8,1
46
,32
1

67
,46
2,2
74

96
3,3
28

68
,42
5,6
02

2
）
地
方
債
の
前
年
度
末
に
お
け
る
現
在
高
及
び
当
該
年
度
末
に
お
け
る
現
在
高
の
見
込
み
に
関
す
る
調
書

（
単
位
：
千
円
）


